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2018 年 8 月 16 日 

建設・建材業界 ～景気回復と構造改革で収益力は改善～ 
 
◆市場動向 ～世界最大級の市場、投資減速の逆風下で市況・業績は改善～ 
 
17 年の業界規模（前年値修正済み）： 
建設業総生産高：21.4兆元（同 11％増）、新規受注高：25.5兆元（同 20％増）、税前利益：7661億

元（同 10％増）、建材業売上高：7.5兆元（同 8％増）、税前利益：5173億元（同 17％増） 

中国は長年、建設投資が高成長を牽引し、建設市場は世界最大級の規模に拡大。これに伴い建材市場も

成長し、セメント、ガラスなど主要建材の大半で世界最大の生産能力を誇る。17 年は国内の景気回復、

基礎インフラ投資の拡大、業界再編などが重なり、両業界の市況は改善。固定資産投資の減速という逆

風にもかかわらず、国内建設業の総生産高は 3 年ぶりに 2 桁増を記録した。海外利益の貢献も加わり業

績も堅調。新規受注高は 2 割も増加した。建材業界は構造改革による需給改善で販売価格が上昇し、収

益が回復。中核のセメント業は過去 2 番目の利益額を計上した。 

18年も堅調が続き、上期の建設業総生産高は前年同期比で1割増加。建材業の増益幅はさらに拡大した。

国内の金融・不動産引き締めが重しになるも、豊富な受注残や「シルクロード経済ベルトと 21 世紀海上

シルクロード」（一帯一路）構想に基づく海外展開の加速などが建設業の追い風に。建材業は国内の需給

改善が一段と進んだ。さらに米中通商摩擦の激化に伴い、中国政府はこれまで抑制気味だった財政出動

を、今下期は加速する見通し。公共投資の拡大が建設・建材需要を押し上げる可能性が高い。 

 

◆業界の特徴 ～景気や官民の投資動向が業績に直結、構造問題も抱える～ 
  
主力事業面： 
建設業は無数の企業が乱立し、競争は激しい。その中で大手は政府系が占め、大型プロジェクトを寡占

する。その建設会社を顧客とする建材業はセメント、ガラス、装飾材をはじめ種類が豊富であり、こち

らも競争は激しく、集約度も低い。両業界とも販売面で公共事業や住宅需要の影響を受けやすく、建設

投資、建材生産の過剰という構造問題を抱え、利益率が低めの労働集約型産業といえる。建設業は人件

費、建材業は電力・石炭などの価格動向がコスト面を左右。この中で建設大手は施設の運営・譲渡も含

む BOT（建設・運営・譲渡）方式のインフラ投資に傾斜。建材大手は規模拡大に注力する。 

 

国際面： 
基本的に内需型産業だが、ここ数年で建設大手の海外展開が加速。海外での新規受注高は 17 年で 2653

億米ドルに達し、海外工事売上高の世界上位 250 社に中国企業は 65 社ランクインする。建材業は貿易

が中心だが、輸出高は 300 億米ドル割れが目前となり、国際展開は道半ばだ。 

 
政策面： 
企業の「走出去」（海外進出）、「一帯一路」、京津冀地区（北京、天津、河北省）の一体的発展など、追

い風となる国家戦略は多い。一方で当局は構造問題の解決を重視し、特に建材業界への締め付けが強い。 

 

◆主要企業、主な取扱銘柄 ～政府系が中心、建設・建材大手は業績好調～ 
 
建設業の集約度は低く、大型プロジェクトが受注可能の特級・一級企業は企業数で全体の 1 割弱、総生

産高で 7 割程度に過ぎない。17 年、18 年上期は不動産引き締め政策や PPP(官民パートナーシップ)見

直しを含む抑制気味の公共投資などが重しになったが、国内の景気回復と海外事業の成長が支えとなり、

建設大手の業績は概ね堅調だった。国務院直轄の大手 4 社は売上高で世界上位を独占するなど、規模は

非常に大きい。住宅・ビル建設を中心とする中国建築（601668）を筆頭に、交通インフラ建設を得意と

し鉄道建設を寡占する中国中鉄（00390）と中国鉄建（01186）、道路・港湾建設や海外事業に強い中国
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交通建設(01800)で構成され、17.12 期はそろって 2 桁増益を記録。都市化の進展と政府の基礎インフ

ラ重視の姿勢なども支えた。さらにプラント建設を主力とし、金属プラントに強い中国冶金科工（01618）、

化学プラントが中心の中国化学工程（601117）、発電所建設で高いシェアを持つ中国電建（601669）

や中国能源建設（03996）、中国核建（601611）なども大きな存在感を持つ。これら国務院直轄の大手

各社は高い競争力を発揮し、中国化学工程を除いて増収増益となった。 

なお、一部の大型国有メーカーは内部にプラント建設部門を持つが、設備過剰の中で需要は伸び悩み、

中国最大の機械メーカー傘下の中国機械設備工程（01829）と石油大手傘下の中石化煉化工程（02386）

は 2 年連続で減益に沈んだ。また、各地方で一定のシェアを持つ地場系大手も複数存在し、四川路橋建

設（600039）や中南建設（000961）などが有名。東方園林（002310）は生態環境関連に強い。 

建材業界は業績の回復傾向が目立った。再編・設備削減を主眼とする構造改革と環境規制による減産な

どを背景に、特に国有大手が販売価格の上昇という形で恩恵を享受した。セメントは生産能力で 2 位の

安徽海螺水泥（00914）が中部・東部に強く、3 位の北京金隅（02009）は環渤海地区、4 位の華潤セ

メントは華南地区の最大手。華新セメント（900933）、山水セメント（00691）など、外資・民営系も

大手の一角を占める。生産能力 1 位は国務院系の中国建材（03323）で、プラント建設大手の中国中材

を吸収合併して規模・製品種類を一段と強化。セメント以外の製品種類も多く、傘下の中国巨石（600176）

はガラス繊維の国内最大手に位置する。また、建設用ガラスの大手も業績堅調で、民営の信義ガラス

（00868）と地元政府系の中国南玻集団（200012）が代表的な上場企業。アルミ形材は中国忠旺控股

（01333）、プラスチック製配管は中国聯塑（02128）の両民営企業で業績拡大が続く。 

 
主な取扱銘柄： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コード 社名 分類 通貨
売上高
増収率

純利益
増益率

時価総額 コメント

00390 中国中鉄 H株 元
688,773

+8.8
16,067

+28.4
154,656

国務院直轄の総合建設大手。主力のインフラ建設は鉄道建設を中核とし、中
国鉄建と市場を寡占。都市軌道交通で高い競争力を持つ。道路・トンネル・
港湾などを幅広くカバーし、不動産開発も展開。工業設備事業は傘下の中鉄
工業（600528）が担う。足元で財務改善に積極的に取り組む。

00868
信義ガラ

ス
香港そ
の他

香港
ドル

14,728
+14.6

4,014
+24.9

35,779

民営のガラス大手。フロートガラス、自動車用、建築用など各種ガラスを生
産し、中国国内やアジア・欧米などに販売。広東省に主力工場を設け、最近
は東南アジアにも進出。太陽電池用ガラスの信義光能（00968）、自動車
ガラス修理業の正美豊業（08135）を傘下に置く。

00914
安徽海螺
水泥

H株 元
75,311

+34.6
15,899

+85.4
226,760

安徽省政府系の国内最大級のセメント会社。中国海螺創業（00586）も大
株主として出資する。安徽省を含む中部や東部で大きなシェアを誇る。同業
他社に比べ利益率が高く、18.6期（中間）も大幅増益を見込む。広東省の
セメント大手の買収を完了し、華南地区でのシェア拡大を狙う。

01186 中国鉄建 H株 元
680,981

+8.2
16,057

+14.7
157,561

国務院直轄の総合建設大手。鉄道を中核とするインフラ建設を主力とし、高
速道路、発電、都市インフラなどを幅広くカバー。傘下の中国鉄建高新装備
（01786）は保線機械のアジア最大手。非鉄道分野を含む国内の新規受注
が好調で、17年は1.5兆元に拡大した。

01313
華潤セメ
ント

レッド
チップ

香港
ドル

29,958
+16.8

3,617
+172.8

62,567

国務院系複合企業「華潤集団」に属するセメント大手。華南地区では最大の
シェアを誇る。石灰石の採掘から製品販売までを一貫して展開。セメント業
界の健全な成長に向け、競合他社との提携を主導する。国家戦略の粤港澳
（広東・香港・マカオ）大湾区から長期的な恩恵が期待できる。

01333
中国忠旺
控股

香港そ
の他

元
19,459

+16.6
3,533
+23.1

19,237

遼寧省を本拠とする民営の大手アルミ形材メーカー。主力製品は鉄道車両、
自動車、航空機などに使用される工業用、アルミサッシやカーテン・ウォー
ル（CW）などの建築用に分かれる。輸出にも積極的だが、主力の米国向け
で貿易摩擦が懸念材料。実質的なA株スピンオフ上場計画が進行中。

01528
紅星美凱
龍家居

H株 元
10,960

+16.1
4,078
+20.0

47,872

家具・DIYモールの国内最大手。市場シェアは約1割で業界首位に立ち、ブ
ラント力は「B&Q」、「IKEA」など有力外資に匹敵する。上海市に本拠を
置く民営企業で、今世紀に入り急速に成長。18年1月にA株上場を果たし、
約30億元を調達した。

01618
中国冶金
科工

H株 元
244,000

+11.1
6,061
+12.8

76,708

国務院直轄の大型建設会社。住宅・ビル、プラント、交通インフラなどの建
設を主力とし、鉄鋼・非鉄プラント分野で国内屈指の規模を誇る。資源開
発、精錬、設備・鋼構造の生産、不動産開発なども展開。17年の新規受注
高は過去最高を更新した。国務院系の中国五砿集団の傘下に入る見通し。
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コード 社名 分類 通貨
売上高
増収率

純利益
増益率

時価総額 コメント

01800
中国交通
建設

H株 元
460,067

+13.2
20,943

+21.7
207,577

国務院直轄の交通インフラ建設大手。港湾・河川関連のインフラ建設、浚渫
の国内最大手で、道路・橋梁の建設も得意。海外工事売上高は世界3位の規
模を誇り、国内勢に限れば首位を維持し2位以下を圧倒。18年上期の新規
受注高の約3割を占める。インフラ輸出関連の代表的なテーマ株。

01829
中国機械
設備工程

H株 元
23,682

+12.7
1,711
▲18.8

15,719

大型国有機械メーカーの傘下にあるプラント建設大手。顧客は電力会社を中
心に、鉄道、道路、通信企業など幅広い。世界各国で設計・調達・建設
（EPC）事業を展開し、海外売上比率が高く、「一帯一路」関連銘柄の一
つ。親会社の海外工事売上高は国内7位にランクインする。

02009 北京金隅 H株 元
63,678

+33.4
2,837

+5.6
40,003

北京市政府系の建材大手。セメント・建築資材の生産に加え、川下の不動産
開発・投資も展開。河北省唐山市政府系の複合企業を買収し、京津冀地区
（北京、天津、河北省）のセメント最大手に成長。冀東水泥（000401）
を傘下に置く。京津冀地区の一体発展や「雄安新区」構想の関連銘柄。

02128 中国聯塑
香港そ
の他

元
20,360

+18.2
2,293
+19.3

13,620

プラスチック製配管の国内大手。華南地区を本拠とする民営企業で、同地区
の売上比率が高い。同社製の配管は上下水道網、都市ガス網、農業用水網な
どに使用され、中国都市化による恩恵を見込める。システムキッチン・トイ
レなど水回り製品も扱う。

02386
中石化煉
化工程

H株 元
36,209
▲8.1

1,130
▲32.4

31,572

石油精製最大手の中国石油化工集団の傘下にあるプラント建設大手。主力事
業は石油精製・化学や石炭化学のプラント建設。親会社を含む三大石油会社
などが主な顧客で、中国石油化工（00386）とは兄弟会社の関係。17年
は新規受注が4割増に回復した。海外事業は地政学リスクに注意。

03323 中国建材 H株 元
127,626

+25.7
3,225

+207.7
49,256

国有の総合建材最大手「中国建材集団」の中核企業。製品種類が豊富で、そ
の多くが国内有数のシェアを占める。主力製品はセメント、軽量建材、ガラ
ス繊維など。北新建材（000786）、中国巨石（600176）などを傘下に
置く。18年に中国中材を吸収合併し、規模・製品種類を一段と拡大。

03996
中国能源
建設

H株 元
234,370

+5.5
5,261
+22.9

28,860

電力プラントの設計・建設、設備製造などを主力とする国務院系のプラント
建設大手。特に水力発電所に強く、「三峡水利プロジェクト」の葛洲ダムを
建設するなど、実績は豊富。葛洲ハ（600068）を傘下に置く。近年はイ
ンフラ輸出や再エネ分野への投資などを強める。

000961 中南建設
深セン
A株

元
30,552
▲11.3

603
+78.0

23,179

不動産開発と建設を主力とする民営企業。本拠に置く江蘇省や山東、海南、
河北の各省などで住宅、養老施設、リゾート施設を開発。建設事業は主要な
収益源を住宅から公共施設にシフトし、地方政府からのPPP受注拡大を目
指す。

002302
中建西部
建設

深セン
A株

元
14,920

+29.4
106

▲66.6
17,774

国内上位の生産量を誇るコンクリート大手。新疆ウイグル自治区政府と国有
建設最大手の中国建築（601668）が共同で支配している。新疆、四川、
貴州などの西部、湖北・湖南を含む中部エリアを中心に製品を販売。特に新
疆では最大手のシェアを握り、「西部大開発」のテーマ株の一つ。

002310 東方園林
深セン
A株

元
15,226

+77.8
2,178
+68.1

売停

北京市に本拠を置く民営の水エンジニアリング会社。生態環境の修復や土壌
汚染の除去、危険廃棄物処理などの事業を主に地方政府から請け負う。「海
綿都市（スポンジシティー）」（水害抑制に向けた水インフラ整備）のテー
マ株の一つ。

200012 中国南玻
深セン
B株

元
10,879

+21.2
825
+3.5

13,426

広東省の大手ガラスメーカー。特定の支配株主はいない。建築用ガラスで大
手の一角。板ガラスに加え、太陽発電関連のガラス・ポリシリコンなども生
産する。タッチパネルの開発など、製品のハイエンド化を推進。製品構成の
拡充に向け、シリコンウエハー、ブラックシリコンの生産計画も進める。

600039
四川路橋
建設

上海A
株

元
32,763

+8.8
1,064

+1.9
14,854

四川省政府系の交通インフラ建設の大手。道路・橋梁などの建設を得意と
し、事業エリアは全国、海外に及ぶ。さらにインフラ投資を手がけ、四川省
の水力発電所も運営。「西部大開発」の関連銘柄であり、四川省内での競争
力は高い。特に省内の高速道路網の整備計画からの恩恵に期待。

600176 中国巨石
上海A
株

元
8,652
+16.2

2,150
+41.3

38,448

国内最大、世界でも有数のガラス繊維メーカー。生産・販売量などの指標で
長らく国内トップに位置する。国内外の多くの企業と提携関係を構築。海外
事業の拡大に努め、すでにエジプトの新工場が稼働したほか、年内の米国工
場完成を目指す。中央政府系の中国建材（03323）の傘下にある。

601117
中国化学
工程

上海A
株

元
58,571

+10.4
1,557
▲12.0

36,031

化学プラント建設で国内有数の規模を誇る中央政府系企業。石油・石炭を含
む化学分野に強い。近年は市政インフラや環境関連のプロジェクトなども手
がける。新興国を中心に幅広く受注し、海外売上比率も比較的高い。16年
以降、新規受注高は回復に転じている。
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◆注目されるトピックス ～財政出動と構造改革の両立は可能か～ 
 
財政出動強化で公共投資が拡大へ： 
過剰投資抑制や不動産引き締め強化などの政策方針を背景に、中国の固定資産投資は低い伸びが続いて

きた。だが、米中貿易摩擦の悪影響を懸念する政府は、ここに来て財政出動によるインフラ建設加速の

方針に転換。年後半にかけて公共投資が再び拡大する見通しだ。PPP（中国では民営企業に加えて国有系

企業も参加可能）を通じた民間資本の活用も加わり、高速道路・鉄道、地下鉄、水利設備、生態系改善、

スマートシティを含むインフラ建設大手と主要建材メーカーに追い風となろう。 

 

サプライサイド改革は今後も重要な投資テーマに： 
過剰投資・設備が引き続き両業界の構造問題であることは変わらず、今後も過剰解消に向けた政府主導

のサプライサイド改革は重要な投資テーマとなろう。建設業は新 5 カ年計画に基づき、総生産高の年 7％

の成長ペースを維持し、産業構造の高度化・専門化、グリーン建築の普及などを進める。建材業は中心

のセメント産業を含め、厳しい設備削減がノルマとなる。こうした改革は厳しい構造調整をもたらすが、

過当競争緩和、需給バランス改善などのメリットも多く、改革継続が重要といえよう。一方で景気対策

強化は構造改革と逆行する可能性もあり、当局は難しい舵取りを求められる。 

 

建設大手の海外事業は「一帯一路」構想が引き続き牽引： 
習近平政権が打ち出した「一帯一路」構想は中国と欧州を結ぶ陸と海の一大経済圏を構築するという世

界戦略。これは新興国の膨大なインフラ需要を念頭に置きつつ、中長期的に中国建設大手の海外事業の

拡大に繋がろう。すでに海外売上・受注高は着実に拡大を続け、主要な収益源へと成長。アジア・アフ

リカの沿線国での大型受注獲得が目立つ。一方で大型プロジェクトは工事遂行、治安、政治・為替状況

など不確定要因に事欠かず、企業のリスク管理能力が重要となろう。特に米国の対イラン制裁再開を受

け、中東エリアでの地政学リスクに注意。 

           （中国部 畦田） 

 
 
 
 
 
 

コード 社名 分類 通貨
売上高
増収率

純利益
増益率

時価総額 コメント

601611 中国核建
上海A
株

元
45,486

+9.6
853
+6.8

23,389

軍事関連施設・原発分野で国内屈指の実績を誇る国務院系の建設会社。特に
原発建設の歴史は長く、リーディング企業的な存在。一方で非軍事・原発の
工業・民生用が収益源の主力を構成し、市政・交通インフラ、商業施設、競
技場などを幅広く手がける。

601668 中国建築
上海A
株

元
1,054,107

+9.8
32,942

+10.3
255,858

営業収益で世界最大の国有建設大手。住宅・ビル・公共施設の建設工事が主
力。傘下の中国建築国際（03311）は香港・マカオなど海外でも展開。中
国海外発展（00688）は主に不動産事業を担当する。住宅の建設・販売で
国内屈指の規模・競争力を持ち、代表的な中国都市化の関連銘柄。

601669 中国電建
上海A
株

元
266,820

+11.7
7,367

+8.8
92,391

国務院直轄のプラント建設大手。水利施設を強みとし、海外事業も積極的に
展開。水力発電建設は世界首位を走る。火力・水力・風力・太陽光などの電
力投資・運営、不動産開発なども展開。PPPを中心に国内受注を増やし、
「一帯一路」構想を支えに海外の手持ち受注高も大きい。

900933
華新セメ
ント

上海B
株

元
20,889

+54.4
2,078

+359.7
29,206

湖北省に本拠を置く外資系セメント大手。欧州に本拠を置くセメント世界最
大手のラファルジュホルシム社の傘下にあり、地元政府も出資。前身企業を
含めると歴史は古く、ブランド力は高い。筆頭株主からの買収が完了し、西
南部での事業規模が大幅に拡大した。

※時価総額は18年8月16日の終値に基づきブルームバーグから算出、単位は百万HKドル。換算レートは１元＝1.1HKドル、1米ドル＝7.8HKドル。

※売上高・純利益などはすべてブルームバーグ提供の数値であり、当社HPと異なる場合がある。すべて17.12期、単位は百万。
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※例年1、2月は旧正月の関係で変動が大きい。14年2月の大幅減は旧正月

の時期の違いによる影響が大きく、参考にならない。

その他 鉄道 自動車 伸び率

出所：CEIC
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出所：中国建築業協会

「一帯一路」構想などを追い風に、中国のインフラ輸出が活発化。建設大手の海外事業

拡大が続く。
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PMIは50以上で景気拡大を指す。建設業は16年以降、60前後の高水準が続き、景況感は良好。
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順位 社名 所在国
売上高

（億米ドル）

純利益

（億米ドル）

1 中国建築（601668） 中国 1,623 51

2 中国中鉄（00390） 中国 1,060 25

3 中国鉄建（01186） 中国 1,032 25

4 中国交通建設（01800） 中国 712 30

5 ヴァンシ フランス 461 31

6 中国電建（601669） 中国 412 11

7 ACS スペイン 394 9

8 中国冶金科工（01618） 中国 382 10

9 ブイグ フランス 371 12

10 中国能源建設（03996） 中国 348 8

※フォーブスグローバル2000（18年度）より。順位は建設セクター内の売上高ランキング、

出所：フォーブス

世界の建設会社、売上高上位10社
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生産量 伸び率
供給過剰の是正に向け、政府は業界再編・減産の政策を強化。ここ数年で一定の成果も。
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出所：CEIC

セメントと同様に板ガラスの減産強化の政策も続き、ここ数年で需給改善がみられる。
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順位 企業名
生産能力

（万トン）
備考

1 中国建材（03323） 37,557 中央政府系の総合建材グループ

2 安徽海螺水泥（00914） 20,110 単体ベースでは国内最大手

3 北京金隅（02009） 10,118 環渤海地区で最大手のセメント会社

4 華潤セメント（01313） 6,578 国務院系コングロマリット「華潤集団」のセメント企業

5 華新セメント（900933） 5,890 世界最大手（ラファルジュホルシム）の中国子会社

6 台泥国際 5,447 台湾セメントの中国子会社

7 山水セメント（00691） 5,146 山東省に本拠を置く民営のセメント会社

8 紅獅集団 4,573 浙江省のセメント会社

9 中国天瑞水泥(01252) 3,525 民営のセメント企業、河南省で大きなシェアを持つ

10 亜洲セメント（00743） 2,663 長江中流域、西南部で大手に位置するセメント会社

出所：中国水泥研究院

セメント・クリンカー年産能力の上位10社（17年）

80

90

100

110

120

130

13年1月 7月 14年1月 7月 15年1月 7月 16年1月 7月 17年1月 7月 18年1月 7月

中国主要36都市の月平均取引価格

※13年8月～18年7月の平均価格を基準に指標化

セメント 板ガラス

出所：CEIC

セメント、ガラス価格の下落も16年に入り底入れすると、17年からは上昇トレンドが鮮明に。

構造改革が奏功し、需給改善が進む。
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海のシルクロード

陸のシルクロード

域内人口の半分以

上を5時間で結ぶ交

通インフラの整備

を目指す。

金融面は15年

末発足のAIIB

（アジアイン

フラ投資銀

行）が支え

る。加盟国・

地域はアジア

開発銀行を超

える87に増加

中国と西欧を陸と海で繋ぐ一大経済圏構

想。沿線には60以上の国があり、世界人

口の6割以上（約44億人）、GDPの3割

（約23兆米ドル）を占める。中国と関連

国間で大型の投資契約が次々と成立、経

済緊密化が進む。

一大経済圏の構築が目標。AIIB（資本金1000億ドル）、

シルクロード基金（資本金400億ドル）が金融面で支援。

※資本金は上限予定額。地図は概念図で明確に上記のルートが存在するわけで

はない。

出所：各種資料より内藤証券作成。

中国の世界戦略「一帯一路」の概念図 
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本　社　大阪市中央区高麗橋１－５－９　☎０６－６２２９－６５１１

東京第一営業部 ☎０３－３６６６－５５４１ 金 沢 文 庫 支 店 ☎０４５－７８０－５０２１

湘南サテライト ☎０４６６－５５－３１６１ 足 利 支 店 ☎０２８４－２２－１２３４

東京第二営業部 ☎０３－３６６６－７１３７ 伊 勢 崎 支 店 ☎０２７０－２５－３７８０

神 田 支 店 ☎０３－６３６１－９１９１ 伊勢崎駅前サテライト ☎０２７０－２５－３７８０

三 鷹 支 店 ☎０４２２－７１－１２５１ 焼 津 支 店 ☎０５４－６２１－１３１１

本 店 営 業 部 ☎０６－６２２９－６９０４ 和 歌 山 支 店 ☎０７３－４２３－６２１１

住 道 支 店 ☎０７２－８８９－５２３６ 有 田 支 店 ☎０７３７－５２－７１１０

寝 屋 川 支 店 ☎０７２－８２２－６３３３ 田 辺 支 店 ☎０７３９－２２－４６７８

金 剛 支 店 ☎０７２－３６５－１９０１ 新 宮 支 店 ☎０７３５－２２－８１５１

橿 原 支 店 ☎０７４４－２８－４７１１ 高 松 支 店 ☎０８７－８２２－０１０５

☎０１２０－７１１０－７６

succe-s@naito-sec.co.jp

☎０１２０－２０－９６８０

東 日 本 地 区

西 日 本 地 区

イ ン タ ー ネ ッ ト

コ ー ル セ ン タ ー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

2018/8/16 広告審査済 

リスク等重要事項のご説明
リスクについて
〈株　　式〉株価および為替相場（特に外国株式の場合）の変動等により損失が生じるおそれがあります。

〈債　　券〉債券は市場金利の動向や発行者の信用状況等によって価格が変動するため、損失を生じるおそれがあります。さらに外国
債券は為替相場の変動などにより損失が生じる場合もあります。

〈投資信託〉組み入れた株式や債券など、有価証券の価格変動および為替相場の動向（特に外国通貨建て有価証券等を投資対象と
している場合）等により投資元本を割り込むおそれがあります。

〈株価指数先物・同オプション〉対象とする株価指数の動きにより損失が生じるおそれがあります。加えて、建て玉代金に比べ少額の
委託証拠金での取引が可能であり、株価指数の変動によっては損失額が委託証拠金を上回る（元本超過損）おそれがあります（オプ
ション買方の場合は買付代金とコストの合計額に限定されます）。

手数料について
〈株　　式〉①対面取引の場合、 i）国内株式は約定代金に対して最大1.15％（税抜き以下同じ、但し最低2,500円）。 ii）現地委託取引
による外国株式は売買金額に対し最大0.80％（但し買付け時のみ最低500円）の国内手数料をいただきます。加えて、現地手数料とし
て米国株式で外貨約定代金の最大0.50％、香港株式で同0.25％（最低50香港ドル）、上海・深セン株式で同0.50％必要となるほか、
各証券市場によってSEC Fee、印紙税や取引所税等の費用が掛かる場合があります。また、為替に関しては内藤証券が決定したレート
を用います。 iii）国内店頭（相対）取引による外国株式は当社提示の取引価格の中に手数料等（諸費用を含む）をあらかじめ加味して
おります。また為替は上記同様、当社為替レートを用います。②コールセンター取引の場合、 i）国内株式は約定代金に応じて最大
31,000円（最低2,500円）。ただ、月間取引回数等による割引きあり。 ii）外国株式は対面取引と同様です。③インターネット取引の場
合、 i）国内株式は手数料プランが複数に分かれており、この欄に表示するのが難しいため、詳細は当社HP（http://www.naito-
sec.co.jp/）にてご確認ください。 ii）現地委託取引による外国株式は売買金額に対して最大0.40％（但し買付け時のみ最低500円）の
国内手数料をいただきます。また現地手数料並びに為替レート等は対面取引と同様です。なお、インターネット取引では米国株式及び
国内店頭取引による外国株式の取り扱いを行っていません。

〈債　　券〉国内債券については売買委託手数料表をご確認ください。また、相対取引による外貨建て債券の売買に関しては当社が提
示する価格の中に手数料等（諸費用を含む）をあらかじめ加味しております。円貨と外貨を交換する際には、外為市場等の動向をふまえ
て当社が決定した為替レートを用います。

〈投資信託〉商品により異なりますので、詳細は「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧下さい。

〈株価指数先物・同オプション〉i）株価指数先物は約定代金に対して最大0.08％。 ii）株価指数オプションは約定代金の最大4.0％
（但し最低2,500円）。

◆本資料は、公表されたデータ等信頼できると考えられる情報に基づいて内藤証券が作成し、また記載された見解等
の内容は全て作成時点のもので時間の経過とともに不正確となる場合があり、過去から将来にわたって、その正確
性・完全性を保証するものではありません。内容は今後予告なく変更することがあります。◆本資料に基づいた投資
によって発生する損益は全てお客様に帰属します。内藤証券は、故意または重過失がない限り、責任を負いません。
◆本資料により提供される情報の著作権等の知的財産権は、引用部分を除き、全て内藤証券に帰属します。お客様
は、事前に内藤証券の書面による同意なく、本資料の内容及び情報を、複製、譲渡、修正、変更または転送等の行為
をすることができません。


